（消費税廃止各界連）2022年8月宣伝スポット（参考例）

◆参議院選挙後の臨時国会は３日間とあまりにも短い会期で閉会しました。第７波となるコロナ禍や物価高騰対策など、国会で議論すべき議題は山積しています。
◆急激な物価高は世界各地で問題になっています。燃料費や食品の価格高騰への対応としてヨーロッパをはじめ、世界各国で日本の消費税に当たる付加価値税を減税しています。
◆こうした減税策は２０２０年以降、世界９６カ国・地域に広がりました。国連加盟国の中で付加価値税を導入している国のうち、56％の国で減税されたことになります。
◆私たちは国会議員や地方議員に消費税の減税を求めて要請を行っています。自民党所属の議員の中には減税に理解を示す議員もいます。負担軽減を求める声をさらに届けましょう。
◆私たちは消費税を5%に減税するよう求めています。消費税の減税は生活必需品の価格を引き下げ、低所得者対策や事業者の税負担の軽減に最も効果があります。

◆「富裕層に恩恵が集中する」という意見もありますが、低所得者ほど負担が重くなるのが消費税です。現在優遇されている税制の見直しこそ必要です。富裕層ほど恩恵を受けている金融資産への課税を強化して、不公平な税制を正すべきではないでしょうか。
◆消費税の減税を実現すれば、幅広く国民に恩恵をいきわたらせることができます。
◆消費税を減税できない理由として「社会保障の財源だから」と言われます。自民党の茂木幹事長は「減税すれば年金が3割減額になる」と国民を脅しています。
◆しかし、消費税が導入されて社会保障は良くなったでしょうか。８％、１０％と増税されましたが社会保障は充実していません。それどころか、後期高齢者の窓口負担の2倍化や病床削減、年金減額など社会保障は削減、縮小が繰り返されています。私たちの消費税はどこに消えたのでしょうか。
◆消費税が増税される一方で所得税、法人税は減税されてきました。消費税導入から３３年が経ちましたが、集めた消費税収は累計で４７６兆円にも上ります。一方、法人税は３２４兆円、所得税、住民税は２８９兆円も減税され、国の税収全体はほとんど増えていません。
◆税の専門家は所得税、法人税を負担能力に応じて集めることで４６兆円以上の財源が確保できると試算しています。この財源があれば、消費税に頼らない税制に変えることもできます。
◆岸田内閣が、安倍元首相の「国葬」を独断で決めたことは大問題です。憲法は国費を支出する場合には、国会での議決が必要と定めています。3７億円もの「国葬」費用を、国会の議論も経ずに使うことは財政民主主義に反しており、許されません。
◆インボイス制度は小規模事業者やフリーランスなどに、新たに消費税負担を迫る過酷な制度です。事務負担の増加や取引の停止、値引きなども危惧されています。コロナ禍や物価高騰など重い負担がのしかかる中で制度実施を強行すれば、事業継続を困難にすることは明らかです。
◆あらゆる業種がインボイス制度の対象となります。農家やフリーランス、シルバー人材センターや文化芸術など様々な業界団体が反対の声を上げているのはそのためです。
◆地域の事業者の営業を破壊し、重い税負担で自由な働き方をも奪うインボイス制度を中止させるため、ご一緒に声を上げてください。
◆いま、皆さんにお願いしている署名は、消費税率５％への減税を国会に求める請願署名です。ご協力をお願いします。税金の集め方、使い道を改めて、コロナ禍を乗り切り、平和で豊かな国づくりをめざしましょう。
